

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































遠の繁栄”に入り万々歳かと見えた。だが，慧眼な J. M. ケインズは26年
に『自由放任の終焉』（“The End of Laissez-Faire”）でこのままでは資本主
義はたちゆかないと指摘した。彼がその救いの神として持ち出したのは「国
家」である。36年に公にした『雇用・利子および貨幣の一般理論』（“The 
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な公共投資である。
彼は突拍子もない話を持ち出す。たくさんの壺にお札をつめこんでそれ
を廃坑にぶちこむ。その上に都市のガラクタをほうりこんでいっぱいにす
る。いっぱいになったところで，それを堀っくりかえすのである。
それ自身はまったく無意味な仕事である。だが，それによって，失業者
は今までもらえなかった賃金を手にすることができる。彼らは以前買えな
かった食料とか衣類とかいう消費財が買えるようになる。消費財産業が息
を吹きかえせば，生産財産業も蘇ることになる。こうして，はじめの100の
公共投資は500とか600とかの投資の意味を持つようになるし，100万人の
失業救済は500万人なり600万人の失業救済を呼び起こすことになる。この
倍率をケインズは「投資乗数」，「雇用乗数」という。
既存の有効需要に対して，生産力が高すぎるから，商品の過剰，どこに
ハチドリのひとしずく
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も投資口がない資本の過剰，そして労働力の過剰＝失業が起こっているの
である。だから，弾丸道路やダムを造るなど，生産力を上げるような公共
投資をしたら，つぎにはまたぞろ前に輪をかけた不況になるだろう。そし
て弾丸道路やダムはいつまでも無限に作り続けるわけにはいかない。
不生産的な公共投資の例として，ケインズはピラミッド造りや（公共投
資ではないが）地震，さらに戦争まで持ち出す。たしかに紀伊国屋文左衛
門が成金になったのは江戸の大火で紀州から木材を運んだからだった。
30年代の不況からいちはやく脱出したのが，他に先がけて軍拡に乗り出
した日本とドイツだったことは特徴的である。ニューディール政策で必死
に公共投資したアメリカが29年恐慌前の失業率に戻ったのは，何と太平洋
戦争が始まってからの43年になってからだった。
彼は『一般理論』のなかで，イギリスの経済学者Ｂ. マンデビルの『蜜
蜂物語』をひきあいに出す。当時のイギリスを風刺したものだが，昔，蜜
蜂の王国があって，世界中に植民地を持ち，帝国に日の没するところはな
いと繁栄を誇っていた。ところがある日，王様が「贅沢は一切やめる」と
言い出す。粋を極めた衣装の仕立て職人はお払い箱になるし，世界じゅう
の軍隊は全部引き上げられる。失業者は巷に溢れ，経済は不況のどん底に
落ち込んでしまった。「浪費は美徳なり。」
イギリスの経済学者 J. ロビンソンが『資本論』を読むより『一般理論』
を読んだ方が資本主義の矛盾がよくわかると言ったのは興味ぶかい。
少し前になるが私は“Iraq for Sale”（「イラク売ります」）と題するDVD
を見た。イラクでは，そのころ約15万人の米兵がいたが，民間の戦争請負
会社の人員はそれを上回る。その会社の一つのブラックウォーター社のこ
とだが，米本国から送られてきたトラックにパンクなどの些細な欠陥があ
れば，これを修理することなく，ゴミ捨て場行きにしてしまうのである。
またトラックに積む荷物が到着していないと，カラ荷のまま，予定通り目
的地までトラックを往復させる。そしてこのような会社での給料は米軍で
のそれよりもはるかに高い。とっさに私はケインズの“穴埋め”を思い浮
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かべたのだった。
戦後，亀井文夫は戦争中資本がいかにあくどい儲けをしたかを描き不許
可になった報道を集めた「日本の悲劇」という映画を作った。レッキとし
た反戦映画なのに，GHQによって上映禁止となった。資本主義批判とあっ
ては，共産党を利することになるからである。
ほかならぬ軍人出身の大統領であるアイゼンハウアーは1961年退任の
とき「軍産複合体」の恐ろしさを強調している。巨大な軍事組織と軍需産
業の結合体である「軍産複合体」の実態について，F. クックは同年10月
『戦争国家』という本を書いた。この本の中でたとえばつぎのような発言が
出てくる。
「この軍需産業に関する重大な事実の一つは，余りにも多くの米国人がこ
れによって利権を獲得しつつあることである。その利権は，財産，取引，
就職，選挙，昇進のチャンス，科学者が受ける報酬の多寡その他あらゆる
分野におよんでいる。これを急激に修正しようとすると摩擦を起こすとい
う面倒な問題だ。……いま直ちにこれを停止すると，巨大な航空産業を抱
えているカリフォルニア州は大混乱におちいるだろう。」（ウイルソン国防
長官）
「冷戦が需要を増大させ，高度雇用の維持に寄与し，技術の進歩を促進し
て国家（国民？）の生活水準を助長するというのならば，われわれは米国
の資本主義を最高度に活動させてくれたことに対して，ソ連に感謝すべき
であろう。」（スリクター・ハーバード大学教授）
だが，冷戦はついに終結した。その途端に湾岸戦争が始まった。これは
まったくの偶然かもしれない。あるいはそうではないかもしれない。とも
かく，冷戦に代わる「何か」が必要となった。湾岸戦争に続いて「謀略」
と覚しい9.11事件を発火点としたアフガン戦争，そしてイラク戦争がある。
さらに全世界の半分近い武器輸出もある。
もちろん，オバマの主導する“21世紀のニューディール”は，20世紀の
ハチドリのひとしずく
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それと内容は大きく異なる。だが，公共投資により現在すでに１兆ドルを
大きく超える財政赤字はさらに大きく膨らむことになる。
加えてイラク・アフガンの戦費がある。2001年から今後予想される18年
までで，イラク・アフガン戦争を中心とする戦費は，１兆2900億ドルない
し１兆7200億ドルにのぼるという試算がある。すでに消費したイラク戦費
だけでも，第１次大戦，朝鮮戦争，ベトナム戦争でのそれをはるかに上回
っている。
このような財政赤字（と経常赤字）を増税に頼らないとすれば，赤字国
債→インフレは必至である。09年度国債発行額は通年１兆５千億ドルにな
る。日本はいつまでこの国債を買い続けるのだろうか。
可処分所得の1.34倍のローンで生活し，飽食（一方では貧困）で世界一
の肥満率に悩むアメリカ人と，財政赤字を重ねつつ戦争という浪費も世界
一のアメリカ。ガザの虐殺には沈黙，日本のカネで米軍を再編し，泥沼の
アフガンへは大量増派というオバマ。そのオバマの支持率は前述のように
アフガンがあり，公約した不況からの脱出はままならず，修正して辛うじ
て議会は通過したが医療の国民皆保険が不人気という３重苦で急降下し
た。“21世紀のニューディール”も所詮戦争との縁は切れないのだろうか。
学びを，平和のために。この世に生あるかぎり。
Mehr Licht. （もっと光を。ゲーテ）
（2010.9.8）
［追記］
前稿で紹介した宮城学院女子大学のアオギリは異常な気候も乗り切って
順調に成長しているとのことである。
